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講じる責務がある。一方で化学物質取扱者には自分と周
囲の安全を確保し，また環境へ配慮する責務がある。し
かし医学系の研究室では生物系実験が主となり，動物愛
護や感染症予防に関する規制や対策についてはよく熟知
されているが，それらと比べると化学物質に関する規制
については馴染みが薄いのが実情ではないかと思われ
る。そこで今回，労働衛生コンサルタントの立場から，
大学の実験室で特に注意を払うべき化学物質規制の国内
はじめに
　大学の実験室では試薬・ガスを中心として様々な化学
物質を使用する。そのなかには人の健康への有害性や火
災・爆発の危険性を有するもの，環境を破壊するものが
数多く含まれ，そのために化学物質は多くの法令により
規制されている。試薬やガス等の化学物質を使用する各
研究室には教員，研究員，学生，技術補佐員などの化学
物質取扱者の安全を守り，また環境保全のための措置を
解 説
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和文要旨
　大学の実験室で使用する試薬やガス等の化学物質には，ヒトの健康への有害性や火災・爆発の危険性
を有するもの，環境を破壊するものが数多く含まれる。化学物質を安全かつ適切に取り扱うためには，
個々の化学物質の特性に加え，法規制を理解する必要がある。本稿では労働安全衛生法や毒物及び劇物
取締法などの大学の実験室で特に注意を払うべき化学物質規制の国内法令についてその目的と要求事項
を中心に解説する。またラベル表示，安全データシート（Safety Data Sheet：SDS）による個々の化
学物質の危険有害性や取扱注意事項，適用法令等の確認方法を記載する。最後に各研究室での試薬・ガ
スボンベの管理に有用だと思われる富山大学薬品管理支援システム（TULIP）について紹介する。
英文抄録
Many of the chemical substances used in university laboratories, such as reagents and gases, are 
potential fire and explosive hazards and are harmful to human health and the environment. To handle 
chemical substances safely and appropriately, it is necessary to understand the laws and regulations 
governing their use as well as the individual characteristics of chemical substances. In this article, we 
explain Japanese laws and regulations, such as the Industrial Safety and Health Law and the Poisonous 
and Deleterious Substances Control Law, which must be followed when working with chemical 
substances in university laboratories. We also explain how to check for hazards, handle precautions, 
and follow applicable laws on chemical substances based on the information on labels and safety data 
sheets. We then introduce the Toyama University Lab. chemicals InPut System (TULIP), which is 
considered effective for the proper management of reagents and gas cylinders in laboratories.
Key words: Chemical substance management, Chemical-related laws and regulations, Health and 
safety, Environmental protection, Safety Data Sheet
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とともに，快適な職場環境を形成する目的で制定された
法律である。平成16年の法人化に伴い国立大学は安衛法
の対象となった。安衛法には安衛法施行令，労働安全衛
生規則，作業環境測定法，有機溶剤中毒予防規則，鉛中
毒予防規則，特定化学物質障害予防規則，粉じん障害防
止規則等，複数の法令が関連付けられている。安衛法及
び関連法令の所管省庁は厚生労働省であり，監督・捜査
権は労働基準局及び労働基準監督署が有している。化学
物質を取り扱う際の具体的な要求事項として，局所排気
装置（実験室では主にドラフトチャンバー）の設置，保
護メガネや保護手袋等の個人用保護具の着用，作業環境
測定の実施，化学物質のリスクアセスメントの実施，取
扱い上の注意事項等の掲示（図 2 ），特殊健康診断の実
施等が定められている。
　化学物質のリスクアセスメントとは，化学物質やその
製剤の持つ危険性や有害性を特定し，それによる労働者
への火災・爆発の危険又は健康障害を生じるおそれの程
度を見積もり，リスクの低減対策を検討することをい
う。平成28年 6 月 1 日の安衛法改正5）により，安衛法施
行令別表第 9 及び別表第 3 第 1 号に掲げるラベル表示・
SDS交付義務対象物質（平成30年 3 月 1 日時点で673物
質）について実施が義務付けられた。 業種・規模にか
かわらず全ての事業場は，対象物質を新規に製造し又は
取扱う場合や取扱方法を変更する場合等は，化学物質の
リスクアセスメントを実施する必要がある。厚生労働省
が運営する「職場のあんぜんサイト」6）においてリスク
アセスメント 支 援 ツールが 紹 介 されている。 特 に
「CREATE-SIMPLE（クリエイト・ シンプル）」7）は 試
法令について，その目的と要求事項を中心に解説する。
またラベル 表 示， 安 全 データシート（Safety Data 
Sheet：SDS）による個々の化学物質の危険有害性や取
扱注意事項，適用法令等の確認方法を記載する。最後に，
各研究室での試薬・ガスボンベの管理に有用だと思われ
る富山大学薬品管理支援システム（TULIP）について
紹介する。
化学物質規制の国内法令
1 ．概要
　化学物質はその危険性や有害性に応じて複数の法令に
よって 規 制 されている。例 えば，ホルムアルデヒド 液
（ホルマリン）は35-38％のホルムアルデヒドと 安 定 剤
として 5 -10％のメタノールを含有し，労働安全衛生法
における「特定化学物質第 2 類物質」，「第 2 種有機溶
剤」及び「リスクアセスメントを実施すべき危険有害
物」，毒物及び劇物取締法における「劇物」，消防法にお
ける「消防活動阻害物質」，水質汚濁防止法における
「指定物質」，特定化学物質の環境への排出量の把握等
及び管理の改善の促進に関する法律（化管法）における
「特定第 1 種指定化学物質」に該当する1）。
　化学物質を安全かつ適切に取り扱うために，関連法令
の目的と要求事項の理解は必須である。化学物質規制の
国内法を図 1 に示す。また実験室で特に注意を払うべき
法令について以下に解説し，表 1 に法令の主な要求事項
をまとめた。
2 ．労働安全衛生法（安衛法）3）
　安衛法は職場における労働者の安全と健康を確保する
図 1 ．化学物質規制に関する国内法
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表 1．実験室で特に注意を払うべき化学物質規制の国内法とその要求事項等
法令 所管省庁 目的 主な要求事項等
労働安
全衛生
法
厚生労
働省
労働者の安全と健
康の確保，快適な
職場環境の形成
・局所排気装置（実験室では主にドラフトチャンバー）の設置
・保護メガネや保護手袋等の個人用保護具の着用
・作業環境測定の実施
・化学物質のリスクアセスメントの実施
・取扱い上の注意事項等の掲示（図 2 ）
・特殊健康診断の実施
毒物及
び劇物
取締法
厚生労
働省
毒物及び劇物の保
健衛生上必要な取
締
・毒物劇物の施錠できる丈夫な保管庫への保管・鍵の管理徹底
・毒物劇物の在庫量の定期点検及び使用量の把握
・ペットボトル等飲食物の容器への移し替えの禁止
・登録営業者以外の毒物劇物の販売譲渡の禁止（試験研究依頼のための所有権が移転しない提供を除く）
・保管庫や保存容器への「医薬用外毒物」又は「医薬用外劇物」の表示（図 3 ）
・特定毒物を使用する場合は都道府県知事への特定毒物研究者の許可申請
・特定毒物の譲渡・提供の禁止
・流出・漏洩事故時の保健所及び警察署又は消防署への届出
・盗難・紛失時の保健所及び警察署への届出
高圧ガ
ス保安
法
経済産
業省
高圧ガスによる災
害の防止
【消費の基準】
　①全ての高圧ガス
　　充填容器等のバルブは静かに開閉すること
　　バルブの開閉方向・開閉状態の明示
　　充填容器等の転落・転倒防止措置
　　充填容器の湿気・水滴等による腐蝕防止措置
　　使用後はバルブを閉じること
　　使用開始時及び使用終了時の消費設備の点検に加え 1 日 1 回以上の消費設備の点検と異常時の措置
　②酸素ガス
　　バルブ及び消費に使用する器具の石油類，油脂類その他可燃性の物を除去すること
　③酸素ガスと可燃性ガス
　　消費設備 5 m以内の喫煙・火気使用禁止かつ引火性・発火性の物の除去
　　消火設備の設置
　④可燃性ガス・毒性ガス
　　通風の良い場所で行うことかつその容器を温度40℃以下に保つこと，
　　これが難しい場合は本法に準拠したシリンダーキャビネットに収納して使用する
【届出関係】
・特定高圧ガスを消費する場合は都道府県知事への届出
・第一種貯蔵所又は第二種貯蔵所に該当する場合は都道府県知事への許可申請又は届出
・ 1 Mpa以上の高圧ガスを製造する場合は製造業者として都道府県知事への許可申請又は届出
・高圧ガスによる災害発生時や高圧ガス容器の紛失・盗難時の都道府県知事・警察への届出
【その他の推奨事項】
・同じガス容器を長期間保有しない（容器耐圧検査の有効期間あり）
・高圧ガスを必要以上に保有しない
・容器管理台帳の作成，取扱者への定期的な保安教育（許可・届出対象外の事業者は義務ではない）
消防法 総務省
消防庁
国民の生命，身体
及び財産の火災か
らの保護
・防火管理者の配備，自衛消防組織の設置
・消火設備及び避難設備の設置
・定期的な消火・避難・通報訓練の実施
・ （貯蔵・取扱いが指定数量以上の場合）消防署への危険物製造所等の設置許可申請，危険物取扱者免
状を有する者による取扱い又はその立会いの下での取扱い
・ （貯蔵・取扱いが指定数量の0.2以上指定数量未満の場合）市町村の長への少量危険物の貯蔵又は取扱
いの届出
・消防活動阻害物質を一定量以上貯蔵し取り扱う場合の消防署への届出
【その他の推奨事項】
・各研究室での火災報知器，消火器，消火設備の場所と使用方法の確認
・各研究室での危険物の保有量は必要最低限とする
廃棄物
処理法
環境省 廃 棄 物 の 排 出 抑
制，適正処理によ
る生活環境の保全
及び公衆衛生の向
上
・廃棄物の適正な分別・保管
・特別管理産業廃棄物が発生する場合は，特別管理産業廃棄物管理者の設置
・都道府県知事又は政令市長の許可を受けた収集運搬業者及び処理業者との契約締結
・産業廃棄物管理票（マニフェスト）の交付
水質汚
濁防止
法
環境省 水質汚濁防止によ
る国民の健康保護
と生活環境保全
・都道府県知事又は水濁法施行令で定める市の長への特定施設設置届出
・地下浸透防止のための構造
・設備及び使用の方法に関する基準の遵守
・定期点検及びその結果の記録・保存
・事故時の応急措置と都道府県知事又は水濁法施行令で定める市の長への届出
下水道
法
国土交
通省
下水道整備による
公衆衛生の向上，
公共用水域の水質
の保全
・公共下水道管理者（下水道局等）への特定施設設置届出
・下水道排除基準の遵守（廃液を適正に分別し，廃液は流し台へ流さない）
・定期的な水質測定と報告
・事故時の応急措置と公共下水道管理者への届出
化管法 経済産
業省，
環境省
事業者の自主的な
化学物質の管理の
改善の促進，化学
物質による環境保
全上の支障発生の
未然防止
・化学物質の排出等の届出の義務付け（PRTR制度）
・化学物質等安全データシート提供の義務付け（SDS制度）
Toyama Medical Journal　Vol. 30　No. 1 　201916
があった場合には保健所及び警察署又は消防署へ直ちに
届け出るとともに必要な応急措置を講ずる必要がある。
また，盗難・紛失があった際は直ちに警察署及び保健所
へ届け出る必要がある。
　毒物のうち特に著しい毒性を有するものとして四アル
キル鉛等19物質が特定毒物に指定されている。特定毒物
を試験研究の目的で製造又は使用する場合には，都道府
県知事から「特定毒物研究者」の許可を受ける必要があ
る。特定毒物研究者は，特定毒物研究者でない者へは試
験研究の依頼目的であっても特定毒物を譲渡・提供して
はならない。
4 ．高圧ガス保安法9）
　高圧ガス保安法は，高圧ガスによる災害を防止するた
め，高圧ガスの製造，貯蔵，販売，移動その他の取扱い
及び消費並びに容器の製造及び取扱いを規制すること等
により，公共の安全を確保することを目的とした法律で
ある。高圧ガス保安法では以下のガスを高圧ガスとして
定義している。
①常用の温度において圧力が 1 MPa以上となる圧縮ガ
スであって現にその圧力が 1 MPa以上であるもの又は
温 度35℃において 圧 力 が 1 MPa以 上 となる 圧 縮 ガス
（圧縮アセチレンガスを除く）。
②常用の温度において圧力が0.2MPa以上となる圧縮ア
セチレンガスであって現にその圧力が0.2MPa以上であ
験・研究機関向きの簡易なリスクアセスメントツールで
あり，取扱条件（取扱量，含有率，換気条件，作業時間・
頻度，保護具の有無等）から推定したばく露濃度とばく
露限界値（日本産業衛生学会が勧告する許容濃度等）又
はGHS区 分 情 報 を 比 較 してリスクが 算 出 される。
CREATE-SIMPLEでは 吸入による有害性に加え，経皮
吸収による健康リスクと危険性のリスクを同時に見積も
ることが可能である。
3 ．毒物及び劇物取締法（毒劇法）8）
　毒劇法は，日常流通する化学物質のうち，急性毒性に
よる健康被害が発生するおそれが高い物質を毒物や劇物
に指定し，保健衛生上の見地から必要な取締を行うこと
を目的としている。毒劇法の所管は厚生労働省であり，
保健所が監督を行う。
　毒物劇物を使用するときは盗難・紛失・漏洩・事故等
を防ぐために必要な措置を講じなければならない。具体
的には，指定された毒物劇物の保管庫は施錠できる丈夫
なものとし鍵の管理を徹底すること，保管している毒物
劇物は在庫量を定期点検しまた使用量を把握すること，
誤飲防止のためペットボトル等飲食物の容器への移し替
えの禁止，登録営業者以外の販売譲渡の禁止（試験研究
の依頼のための所有権が移転しない提供を除く），保管
庫や保存容器への「医薬用外毒物」又は「医薬用外劇
物」の表示（図 3 ）が定められている。流出・漏洩事故
図 2 ．化学物質を取り扱う実験室での掲示例
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ている。また，酸素ガスと可燃性ガスについては消費設
備から 5 m以内において喫煙・火気使用の禁止かつ引火
性又は発火性の物を置かないこと及び消火設備の設置が
義務付けられている。さらに可燃性ガス・毒性ガスの消
費は，通風の良い場所で行うことかつその容器を温度
40℃以下に保つこととされ，これが難しい場合には高圧
ガス保安法に準拠したシリンダーキャビネットに収納し
て使用することも認められている。高圧ガスのうち，圧
縮水素等の特定高圧ガス（表 2 ）を消費する場合は都道
府県知事への届出，特定高圧ガス取扱主任者の配置，漏
洩防止，排気時の除害や検知器の設置等の設計基準，保
安教育の実施等さらに厳しい措置が義務付けられてい
る。また空気を含む気体を 1 MPa以上に圧縮したり，
高圧ガスを消費前に 1 MPa以上に減圧したりする行為
は，高圧ガスの「製造」としての規制を受けるので特に
注意が必要となる。
　高圧ガスの貯蔵量によっては，事業者は第一種貯蔵所
又は第二種貯蔵所となり，第 1 種貯蔵所の場合は都道府
県知事の許可，第二種貯蔵所の場合は都道府県知事への
届出が必要となる（図 4 ）。許可や届出が必要でない事
業者においても高圧ガスを必要以上に保有しないこと
や，また義務ではないが容器管理台帳の作成や取扱者へ
るもの又は温度15℃において圧力が0.2MPa以上となる
圧縮アセチレンガス。
③常用の温度において圧力が0.2MPa以上となる液化ガ
スであって現にその圧力が0.2MPa以上であるもの又は
圧力が0.2MPaとなる場合の温度が35℃以下である液化
ガス。
④温度35℃において圧力 0 Paを超える液化ガスのうち
政令で定めるもの（液化シアン化水素，液化ブロムメチ
ル又はその他の液化ガス）。
　実験室で使用されるガスボンベは，一般的にアセチレ
ンガスが1.5Mpa，その他のガスが14.7Mpaに充填されて
おり，高圧ガスに該当する。高圧ガスを製造，貯蔵，消
費する事業者には様々な取り決めがなされている。
　まず消費の基準として，全ての高圧ガスに対して，充
填容器等のバルブは静かに開閉すること，バルブの開閉
方向・開閉状態を明示すること，充填容器等の転落・転
倒防止措置を取ること，充填容器の湿気・水滴等による
腐蝕防止措置を取ること，使用後はバルブを閉じるこ
と，使用開始時及び使用終了時の消費設備の点検に加え
1 日に 1 回以上の消費設備の点検と異常の際の措置を行
うこと等が定められている。これらに加えて，酸素ガス
を消費するときはバルブ及び消費に使用する器具の石油
類，油脂類その他可燃性の物を除去することが規定され
図 3 ．毒物・劇物の保管庫及び保管容器へ表示
表 2．特定高圧ガス消費基準9）
高圧ガスの種類 数量（貯蔵能力）
特 殊 高 圧 ガス（モノシラン，ホス
フィン，アルシン，ジボラン，セレ
ン化水素，モノゲルマン，ジシラン）
容積にかかわらず対象
となる
圧縮水素
圧縮天然ガス 300 ㎥以上
液化酸素
液化石油ガス
液化アンモニア
3,000 kg以上
液化塩素 1,000 kg以上
図 4 ．高圧ガス貯蔵の許可と届出の区分
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　大学において実験を行う場合の「同一場所」とは概し
て建築基準法施行令に規定される防火区画となり，同一
防火区画内に複数の研究室の複数の実験室がある場合に
はその総量により指定数量の倍数を計算することにな
る。各研究室における危険物の保有は必要最低限に抑え
るべきである。
　またアセチレンガスや毒物劇物等，火災予防又は消火
活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質であって政
令で定めるもの（消防活動阻害物質）を一定量以上貯蔵
し又は取り扱う場合は，消防署へ届け出なければならな
い。
6 ． 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理
法）11）
　廃棄物処理法は，廃棄物の排出を抑制し，及び廃棄物
の適正な分別，保管，収集，運搬，再生，処分等の処理
をし，並びに生活環境を清潔にすることにより，生活環
境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的としてい
る。また廃棄物処理法では，「爆発性，毒性，感染性そ
の他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれ
がある性状を有する廃棄物」を特別管理産業廃棄物とし
て規定し，必要な処理基準を設け，通常の廃棄物よりも
厳しい規制を行っている。事業活動に伴い特別管理産業
廃棄物が発生する場合は，特別管理産業廃棄物管理責任
者を設置しなければならない。排出事業者は自らの責任
において廃棄物を適正に処理する義務があり，都道府県
知事又は政令市長の許可を受けた収集運搬業者及び処理
業者と契約を交わし，産業廃棄物管理票（通称“マニ
フェスト”）を交付して排出した廃棄物が適切に処理さ
れるよう最終処分まで管理しなければならない。
　廃棄物の分別，保管，搬出等については，「国立大学
法人富山大学杉谷キャンパス　廃棄物排出の手引き　平
成27年度版（学内限定）」12）に詳細が記載されているの
で，そちらを参照されたい。
7 ．水質汚濁防止法（水濁法）13）
　水質汚濁防止法は，工場及び事業場から河川や海域，
湖沼等公共用水域への排水や地下への水の浸透を規制す
ること等により水質汚濁防止を図り，もって国民の健康
を保護するとともに生活環境を保全することを目的とし
た法律である。杉谷キャンパスの実験系排水は公共下水
道へ排水されるため下水道法の規制を受け，平成24年の
地下水汚染防止に係る水濁法の改正14）までは同法の規制
を直接的には受けてこなかった。しかし当改正により新
たに大学の実験室流し台は有害物質使用特定施設として
都道府県知事又は水濁法施行令で定める市の長への届出
の対象となり，有害物質（水濁法施行令第 2 条に規定さ
れるカドミウム，鉛，トリクロロエチレン等の人の健康
に被害を生ずるおそれがある物質全28種類）による地下
水の汚染を未然に防止するため，地下浸透防止のための
構造，設備及び使用の方法に関する基準の遵守，定期点
の定期的な保安教育を行うことが望ましい。
　上記以外の留意事項として，高圧ガス容器は容器の種
類によって 1 ～ 6 年毎の定期的な耐圧性の再検査が義務
付けられているため，耐圧検査の有効期間を超えて使用
し続けることはできない。また高圧ガスによる災害が発
生したときや高圧ガス容器が紛失・盗難にあったとき
は，直ちにその旨を都道府県知事又は警察に届出なけれ
ばならない。
5 ．消防法10）
　消防法は，国民の生命，身体及び財産を火災から保護
するとともに災害による被害を軽減することを目的に，
火災の予防・警戒・調査，消防設備，消火活動，救急業
務，危険物の取扱いなどを定めた法律である。消防法及
び消防法施行令により，一定規模の建築物では防火管理
者の配備，自衛消防組織の設置，消火設備及び避難設備
の設置等が義務付けられている。事業者全体での定期的
な消火・避難・通報訓練はもとより，各研究室において
も火災報知器，消火器，消火栓の場所と使用方法を日頃
から確認し，もしもの時に使えるように訓練しておくこ
とが大切である。
　消防法では，①火災発生の危険性が大きい，②火災が
発生した場合に火災を拡大する危険性が大きい，③火災
の際の消火の困難性が高いなどの性状を有する物品を
「危険物」として指定し，第 1 類「酸化性固体」，第 2
類「可燃性固体」，第 3 類「自然発火物質及び禁水性物
質」，第 4 類「引火性液体」，第 5 類「自己反応性物質」，
第 6 類「酸化性液体」に分類している（表 3 ）。第 4 類
「引火性液体」のうち「 1 気圧で発火点が100℃以下，
又は引火点が－20℃以下で沸点が40℃以下のもの」を特
に引火性が強い特殊引火物とし，これにはジエチルエー
テルや二硫化炭素等が含まれる。
　危険物はその種類によって指定数量が定められており
（表 3 ），同一場所で指定数量以上の危険物を取り扱う
場合，危険物取扱者免状を有するか，危険物取扱者免状
を有する者の立会いの下で行わなければならない。また
危険物を貯蔵し取り扱う場合，指定数量以上の場合は消
防法により，指定数量の 1 / 5 以上の場合は市町村の条
例により規制を受ける。前者の場合は消防署の許可，後
者の場合は消防署への届出が必要となり，それぞれ貯蔵
所等の位置・構造及び設備が法令に定める技術上の基準
を満たすこと等が要件となる。個々の危険物が指定数量
未満であっても，それらを同一場所で貯蔵し，取り扱う
場合には，次式により計算した倍数が 1 以上になるとき
は指定数量以上の危険物として，0.2以上 1 未満になる
ときは少量危険物として扱われる。
指定数量の倍数＝ 危険物Aの貯蔵量危険物Aの指定数量＋
危険物Bの貯蔵量
危険物Bの指定数量＋
危険物Cの貯蔵量
危険物Cの指定数量＋…
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表 3．危険物の分類と指定数量 ※消防法別表、危険物の規制に関する政令第 1条及び別表第 3を元に作成
種別 No. 品目 性状 指定数量
第 1 類
酸化性固体
1 塩素酸塩類
第 1 種酸化性固体
第 2 種酸化性固体
第 3 種酸化性固体
50 kg
300 kg
1,000 kg
2 過塩素酸塩類
3 無機過酸化物
4 亜塩素酸塩類
5 臭素酸塩類
6 硝酸塩類
7 よう素酸塩類
8 過マンガン酸塩類
9 重クロム酸塩類
10 その他のもので政令で定めるもの
過よう素酸塩類，過よう素酸，
クロム・鉛又はよう素の酸化物，
亜硝酸塩類，次亜塩素酸塩類，塩素化イソシアヌル酸
ペルオキソ二硫酸塩類，ペルオキソほう酸塩類，
炭酸ナトリウム過酸化水素付加物
11 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの
第 2 類
可燃性固体
1 硫化りん 100 kg
2 赤りん 100 kg
3 硫黄 100 kg
4 鉄粉 500 kg
5 金属物
第 1 種可燃性固体
第 2 種可燃性固体
100 kg
500 kg
6 マグネシウム
7 その他のもので政令で定めるもの
8 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの
9 引火性固体 1,000 kg
第 3 類
自然発火性物質
及び禁水性物質
1 カリウム 10 kg
2 ナトリウム 10 kg
3 アルキルアルミニウム 10 kg
4 アルキルリチウム 10 kg
5 黄りん 20 kg
6 アルカリ金属（カリウム及びナトリウムを除く）及びアルカリ土類金
属 第 1 種自然発火性物質及び
禁水性物質
第 2 種自然発火性物質及び
禁水性物質
第 3 種自然発火性物質及び
禁水性物質
10 kg
50 kg
300 kg
7 有機金属化合物（アルキルアルミニウム及びアルキルリチウムを除く）
8 金属の水素化物
9 金属のりん化物
10 カルシウム又はアルミニウムの炭化物
11 その他のもので政令で定めるもの
塩素化けい素化合物
12 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの
第 4 類
引火性液体
1 特殊引火物 50 L
2 第一石油類 非水溶性液体
水溶性液体
200 L
400 L
3 アルコール類 400 L
4 第二石油類 非水溶性液体
水溶性液体
1,000 L
2,000 L
5 第三石油類 非水溶性液体
水溶性液体
2,000 L
4,000 L
6 第四石油類 6,000 L
7 動植物油類 10,000 L
第 5 類
自己反応性物質
1 有機過酸化物
第 1 種自己反応性物質
第 2 種自己反応性物質
10 kg
100 kg
2 硝酸エステル類
3 ニトロ化合物
4 ニトロソ化合物
5 アゾ化合物
6 ジアゾ化合物
7 ヒドラジンの誘導体
8 ヒドロキシルアミン
9 ヒドロキシルアミン塩類
10 その他のもので政令で定めるもの
金属のアジ化物，硝酸グアニジン
1-アリルオキシ-2,3-エポキシプロパン，4-メチリデンオキセタン-2-オン
11 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの
第 6 類
酸化性液体
1 過塩素酸
300 kg
2 過酸化水素
3 硝酸
4 その他の物で政令で定めるもの
ハロゲン間化合物
5 前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの
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度毎にその環境中へ排出される量（排出量）や廃棄物と
して事業所外に移動される量（移動量）について都道府
県を経由して国に届け出ることが義務付けられている。
　SDS制度は，第 1 種及び第 2 種指定化学物質やそれを
含む製品を事業者間で取引する際に，事業者が相手方に
対してその成分や性質，取扱方法などに関する情報を記
載した文書（SDS）を提供する義務を課している。また
SDSの交付義務に加え，容器への適切な取扱方法や危険
有害性情報，GHSで決められた危険有害性区分に応じた
絵表示等を記載したラベル表示が努力義務とされている。
ラベル表示，SDSによる危険有害性や取扱注意事項，
適用法令等の確認
　化学物質の譲渡・提供を行う事業者から交付される
SDSや容器のラベル表示の情報は，化学物質の危険有害
性の把握や取扱注意事項の確認に有用である。国内では
化管法の他，安衛法や毒劇法において指定される化学物
質に対し，定められた形式のSDSの作成・配布が義務付
けられている。SDSは試薬等と同封されているか，メー
カーのホームページから入手できる。SDSの記載項目に
ついて表 4 に，ラベル表示の例について図 5 に示す。
　化学物質を取り扱う際，特に今まで取り扱ったことの
ない化学物質を購入する場合には，まずラベル表示や
SDSの情報を確認し，物理化学的性質，危険有害性，適
用法令を把握し，保管，取扱い，廃棄等の注意事項を遵
守することが必要である。また事故時の対応等のため
SDSは化学物質の使用場所に常時備え付け，化学物質の
使用者がいつでも確認できるようにしておく必要があ
る。方法としては印刷したSDSをファイルして置いてお
く他，SDSを確認できるパソコン端末等を設置すること
でもよい。
富山大学薬品管理支援システムTULIPの紹介
　試薬やガスとして少量多品種の化学物質を扱う大学の
研究室において，その管理を真面目に行っていくことに
はそれ相応の労力を要する。そこで富山大学に導入され
ている「富山大学薬品管理支援システムTULIP（以下，
「TULIP」とする）」を紹介する。
　TULIPは富山大学が独自に開発したネットワークを
利用した管理システムであり，平成16年度から当時の富
検及びその結果の記録・保存が義務付けられた。また公
共用水域に多量に排出されることにより人の健康や生活
環境に被害を生ずるおそれがある物質（ホルムアルデヒ
ド等56種類）が指定物質として定められている。施設の
破損などの事故が発生し，施設から有害物質や指定物質
を含む水が公共用水域か地下に排出されたときは応急措
置と都道府県知事又は水濁法施行令で定める市の長への
届出を行う必要がある。
8 ．下水道法15）
　下水道法は下水道の整備を図り，都市の健全な発達及
び公衆衛生の向上に寄与し，公共用水域の水質の保全に
資することを目的としている。既に述べたように杉谷
キャンパスの実験系排水は下水道に排出されており，特
定施設に該当し排水の水質は富山市下水道条例で定めら
れた下水道排除基準16）を満たす必要がある。特定施設を
有する事業場（特定事業場）には水質測定の定期的な実
施と報告が義務付けられている。また公共下水道管理者
（下水道局等）は立入の水質検査を行うことができ，基
準に適合しない下水を排除するおそれがあると認めた場
合は，特定施設の構造，使用の方法などの改善や下水排
除の停止等の命令を行うことがある。
　実験系排水の処理については「国立大学法人富山大学
杉谷キャンパス　廃棄物排出の手引き　平成27年度版
（学内限定）」12）に詳細が記載されているので，そちらを
参照されたい。現在，杉谷キャンパスの実験系排水は希
釈以外の処理はされずに下水道へ排出されるので，原則
として全ての実験廃液は流し台には流さず，産業廃棄物
処理業者へ処理を委託する必要がある。政令で定める物
質（処理困難物質（カドミウム等28物質），ダイオキシ
ン類及び油類）を公共下水道に流してしまう事故が発生
したときは，直ちに応急の措置を講ずるとともに，速や
かにその事故の状況，講じた措置の概要を公共下水道管
理者へ届け出なければならない。
9 ．特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律（化管法）17）
　化管法は，化学物質を取り扱う事業者の自主的な化学
物質管理の改善を促進し，化学物質による環境保全上の
支障の発生を未然に防止することを目的に，「化学物
質の排出等の届出の義務付け（Pollutant Release and 
Transfer Register：PRTR制度）」と「化学物質等安全
データシート提供の義務付け（SDS制度）」等を規定し
ている。
　化管法の対象物質は，人の健康や生態系に有害なおそ
れがあるなどの性状を有するもので，環境中にどれくら
い存在しているかによって「第 1 種指定化学物質」と
「第 2 種指定化学物質」に区分されている。対象事業者
（大学も含まれる）が第 1 種指定化学物質（トルエン等
462物質）を年間 1 トン以上（ベンゼン等の特定第 1 種
指定化学物質15物質は0.5トン以上）取り扱う場合，年
表 4．SDSの記載項目18）
1 　化学名及び会社情報
2 　危険有害性の要約
3 　組成及び成分情報
4 　応急措置
5 　火災時の措置
6 　漏出時の措置
7 　取扱い及び保管上の注意
8 　ばく露防止及び保護措置
9 　物理的及び化学的性質
10　安定性及び反応性
11　有害性情報
12　環境影響情報
13　廃棄上の注意
14　輸送上の注意
15　適用法令
16　その他の情報
訓練の必要性，推奨される取扱い，
制約を受ける事項，出典の記載など
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把握することができ，それをExcelの一覧表としてアウ
トプットすることもできる。また毒物劇物については管
理台帳等で在庫量や購入量・使用量を細かく記録する必
要があるが，TULIPに登録し購入・使用量を入力して
いくことにより受払簿がシステム上で作成されるので，
紙の管理台帳が不要となり記録紛失のリスクも低減され
る。またこのようなシステムを使用して適切に試薬・ガ
ス等を管理していくことは，研究員や学生の化学物質の
安全使用，環境保全に対する意識向上に寄与すると考え
られる。今後，杉谷キャンパス全体で利用が広まれば，
毒物劇物，危険物，高圧ガスの保有量の一元管理や
PRTR制度の排出量・移動量の把握も可能となり，キャ
ンパス全体での化学物質管理がより確実でかつ効率的に
なることが期待される。
まとめ
　化学物質には人の健康への有害性や火災・爆発の危険
性を有するものが多く存在し，取扱いを誤れば大きな事
故や環境汚染を引き起こし得る。化学物質を取り扱う者
は 1 人 1 人がその特性と関連法令を理解し，自分と周囲
の安全を守りまた環境保全に配慮する責務がある。本稿
が国内の化学物質規制の理解に役立ち，実験室でのより
安全で適切な化学物質管理に貢献できれば幸いである。
山 大 学（現：五 福 キャンパス）での 使 用 が 開 始 され
た19）。もともとはPRTR制度対応のため薬品を一元管理
することを目的としていたが，毒物劇物やガスボンベ等
の管理にも有用で，現在五福キャンパスの個々の研究室
は一律にTULIPを利用している。
　TULIPは現在杉谷キャンパスでも利用可能である。
TULIPでできることは，保 有 する 試 薬・ガスボンベの
登録，受入・払出の記録，保有試薬リスト（Excel）の
エクスポート，毒物劇物の受払簿の作成等である（図
6 ）。各々の試薬はCAS No.と紐づけられており，試薬
名で検索して登録すれば，関連法令の情報がシステム上
で自動的に付加され，集計時に利用される。
　またCAS No.として一義的に決められる薬品名の他
に，各研究室で任意に決められる「試薬ニックネーム」
もつけられるようになっている19）。塩酸を例にとると，
「塩酸（特級）」と「塩酸（ 1 級）」，「塩酸（Aさん用）」
と「塩酸（Bさん用）」などと分けても登録できるし，
一括で「塩酸」として登録もできる19）。つまり，「より
厳格に管理をしたい」研究室でも「必要最低限の管理を
したい」研究室でも使える柔軟なシステムとなってい
る19）。TULIPの使用方法の詳細は，「TULIP簡易マニュ
アルver.20150709（学内限定）」20）を参照されたい。
　TULIPを利用することにより個々の研究室では，研
究室全体として保有している試薬・ガスの種類と総量を
図 5 ．化学物質の容器のラベル表示の例
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図 6 ．富山大学薬品管理支援システム（TULIP）でできることの一例
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